
（平成２４年１月１２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認山口地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



山口厚生年金 事案 1127 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間①、②及び③、並びに申立期間④のうち昭和 25 年６月

30 日から同年７月７日までの期間に係る船員保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、申立期間①の資格取得日を 20 年

４月 10日、申立期間②の資格喪失日を 23年６月１日、申立期間③の資格取得

日を 23年８月 12日、資格喪失日を同年 10月 24日、申立期間④の資格喪失日

を 25 年７月７日にそれぞれ訂正し、当該期間の標準報酬月額については、申

立期間①は 40 円、申立期間②は 1,800 円、申立期間③は 2,000 円、申立期間

④のうち 25年６月 30日から同年７月７日までは 7,000円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の船員保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、申立期間①、及び申立期間④のうち昭和 25 年６月 30

日から同年７月７日までの期間は、明らかでないと認められ、申立期間②及び

③は、履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 20年４月 10日から 21年４月１日まで 

          ② 昭和 23年５月 31日から同年６月１日まで 

          ③ 昭和 23年８月 12日から同年 10月 24日まで 

          ④ 昭和 25年６月 30日から同年９月 30日まで 

私は、昭和 20年４月 10日から 25年９月 30日まで、Ａ社に勤務し、甲板

員として同社所有の漁船に乗り組んでいた。申立期間①は、高等小学校を卒

業後、公共職業安定所の紹介で入社し、20 年６月に手繰り船に乗り組んで

日本海での操業に従事していた。申立期間②は、Ｂ丸の雇止年月日が 23 年

５月 31 日となっているので、資格喪失日は同年６月１日だと思う。申立期

間③は、Ｃ丸の予備船員として待機した期間であり、船員保険の被保険者期

間である。申立期間④は、資格喪失日が 25年６月 30日となっているが、Ｄ

丸に同年７月６日まで乗り組んでおり、Ｄ丸を下船後は、同年７月から同年

８月頃のストライキが終結するまで同社に在籍していた。 



全ての申立期間を船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①、②及び③について、Ａ社が保管している申立人に係る船員勤

怠表及び入社退職記録簿の記録から、申立人は、甲板員として昭和 20 年４

月 10日に入社し、25年６月 30日に退職したことが確認できる。 

また、事業主は、「当社では、甲板員について、入社日を船員保険被保険

者の資格取得日、退職日の翌日を資格喪失日としていることから、申立人は

昭和 20年４月 10日から 25年６月 30日まで当社において船員保険に加入さ

せており、船員保険料を控除していたと思われる。」と回答している。 

  さらに、申立期間①については、申立人が同時期に入社したとする同僚は、

「私は、申立人と同時期である昭和 20年５月にＡ社に入社した。」と供述し

ており、前述の入社退職記録簿の記録において、当該同僚の入社日は昭和

20 年５月５日とされていることが確認できるところ、Ａ社に係る船員保険

被保険者名簿において、当該同僚は同日に船員保険被保険者の資格を取得し

ていることが確認できる。 

加えて、申立事業所の社誌であるＡ社百年史（平成 23 年刊）に掲載され

ているグループ船舶一覧表において、申立人が乗り組んだとするＥ丸、Ｆ丸

は、同社所有の船舶であることが確認できる。 

  また、申立期間②については、申立人の所持する船員手帳（昭和 23 年６

月２日再交付）には、Ａ社が所有するＢ丸における雇止年月日が昭和 23 年

５月 31 日と記録されていることなどから判断すると、申立人が同日まで同

社の船舶に雇入れされていたことが確認できる。 

  さらに、申立期間③については、前述の船員手帳及び船員勤怠表などから

判断すると、申立人が、Ａ社が所有する船舶の予備船員として待機していた

期間であることが認められる。 

加えて、申立期間④のうち、昭和25年６月30日から同年７月６日までは、

申立人が所持する船員手帳の記録から、申立人は、Ａ社が所有するＤ丸に甲

板員として、昭和 25年３月 20日に雇入れされ、同年７月６日に雇止めされ

ていたことが確認できる。 

一方、前述のとおり、申立人は、入社退職記録簿において「昭和 25 年６

月 30日希望退職」と記録されていることが確認できる上、事業主は、「甲板

員について、退職日の翌日を資格喪失日としている。」と回答しているもの

の、Ａ社に係る船員保険被保険者名簿によると、事業主が提出した前述の入

社退職記録簿において、「昭和 25年６月 30 日希望退職」と記録されている

複数の同僚のうち、申立人と同様に当該期間において船舶に乗り組んでいた

と推認される者に係る船員保険の被保険者記録は、昭和 24年９月 21日から

25年７月 24日まで継続していることが確認できる。 



  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人は、申立期間①、②及び③、並びに申立期間④のうち

昭和 25 年６月 30 日から同年７月７日までの期間において、それぞれ船員

保険被保険者として船員保険料を事業主により控除されていたと認められ

る。 

  また、当該期間の標準報酬月額については、申立期間①は、申立人と同

時期に入社した者等のＡ社に係る船員保険被保険者名簿における標準報酬

月額の記録から 40円とすることが妥当であり、申立期間②及び③、並びに

申立期間④のうち昭和 25 年６月 30 日から同年７月７日までの期間は、申

立人に係る各申立期間前後の船員保険被保険者台帳（旧台帳）の記録から、

申立期間②は 1,800 円、申立期間③は 2,000 円、申立期間④のうち同年６

月 30日から同年７月７日までは 7,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る船員保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としており、申立期間①、及び申立期間④の

うち昭和 25 年６月 30 日から同年７月７日までの期間については、これを

確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日及び喪失日に係る届出を社会

保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる

関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

さらに、事業主が申立人に係る申立期間②の船員保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主が昭和 23年６月１日を資格喪失日と

して届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年５月 31日と誤

って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日と届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人の当該期間に係る保険料について納

入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間②の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

加えて、事業主が申立人に係る申立期間③の船員保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪

失届や取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれ

を記録することは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どお

りの資格の喪失及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所

は申立人の当該期間の保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務

所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当し

た場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、当該期間に係る保



険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

２ 一方、申立期間④のうち、昭和 25年７月７日から同年９月 30日までは、

申立人は、「Ｄ丸を下船した後は昭和 25年７月から同年８月に実施された人

員整理撤回を要求するストライキに参加し、その間はＡ社に在籍し、給与も

同社から支給されていた。」と主張しているが、事業主は、「ストライキ中の

賃金を支給することはない。」と回答している上、当該期間に係る申立人の

勤務実態を確認することができない。 

 また、Ａ社の船員保険被保険者名簿において、申立人と同じく昭和 25 年

６月30日に被保険者資格を喪失した同僚47人のうち連絡先の判明した同僚

は、「ストライキがあったのは覚えているが、私はすぐ退職した。申立人の

ことは知らない。」と供述している。 

さらに、Ａ社の船員保険被保険者名簿において、昭和 24年９月 21日から

25年７月 24日まで船員保険の被保険者記録が継続していることが確認でき

る同僚は既に死亡しており、Ｄ丸を下船後の申立人の勤務実態及び保険料控

除に関する具体的な供述を得ることができない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間④のうち、昭和 25年７月７日から同年９月 30

日までの期間において、船員保険被保険者として船員保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



山口厚生年金 事案 1128 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における資格取得日は、昭和 21年１月 15日、資格喪失日は、

22年１月 14日であると認められることから、当該期間に係る申立人の厚生年

金保険被保険者記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、60円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住 所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 21年１月中旬から約１年間 

私は、期間の特定はできないが、昭和 21 年１月中旬から約１年間、Ａ社

に事務職として勤務した。同社の所在地はＢ県Ｃ郡Ｄ町であったと思う。 

従業員数は、事務員が私を含め４人で、ほかに約 20 人が勤務していた。

私の仕事の内容は、製造部品の出し入れや伝票の整理であった。 

勤務していたことに間違いないので調査の上、申立期間を厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において被保険者記

録が確認できる同僚（申立人の弟）の証言及び仕事の内容等に係る申立人の具

体的な記憶から判断すると、申立期間当時、申立人は申立事業所に勤務してい

たことが推認できる。 

また、被保険者名簿において、健康保険の整理番号、厚生年金保険の記号番

号、資格取得日及び生年月日の記載が無いものの、申立人と同姓同名で、標準

報酬月額（60 円）と資格喪失日（昭和 22 年１月 14 日）が記載された基礎年

金番号に統合されていない被保険者記録が確認できる。 

さらに、当該被保険者名簿に記載されている申立事業所の所在地（Ｂ県Ｃ郡

Ｄ町）は申立人の供述と一致し、当該被保険者名簿には申立人が氏名を記憶し

ている同僚（女性）の被保険者記録が確認できる上、当該被保険者名簿におい

て申立人のほかに申立人と同姓の被保険者は確認できないことから判断する

と、申立人と同姓同名の被保険者記録は、申立人の記録であると認められる。 



加えて、当該被保険者名簿において 48 人の被保険者が確認できるが、申立

人と同様に、厚生年金保険の記号番号、健康保険の整理番号、生年月日及び資

格取得日の記載の無い者が多数確認でき、社会保険事務所（当時）における記

録管理上の不備がうかがわれる。 

また、当該被保険者名簿において、健康保険の整理番号の付番及び欠番状況

から判断すると、申立人は、昭和 21年１月 15日から同年４月６日までの期間

に被保険者資格を取得したことがうかがえるところ、申立人は、「私は、昭和

21 年１月中旬に入社した。仕事に慣れてきた、入社から約３か月後に、学校

を卒業する私の弟を会社に紹介した。」と供述し、申立人の弟も「当時、申立

事業所の事務職員として既に勤務していた私の姉の紹介で、学校を卒業後、４

月に入社した。私は申立事業所において短期間しか勤務せず、私の姉より先に

退職した。」と回答しており、前述の被保険者名簿において、申立人の弟は 21

年４月 15 日に被保険者資格を取得していることが確認できる上、当該被保険

者名簿において同年４月より前に同被保険者資格を取得したことが確認でき

る者のうち、最も資格取得日が遅いのは同年１月 15 日であることが確認でき

る。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 21年１月 15日に厚

生年金保険の被保険者資格を取得し、22年１月 14日に資格を喪失した旨の届

出を社会保険事務所に行ったと認められる。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、Ａ社に係る被保険者名簿に

記載された申立人の標準報酬月額から 60円とすることが妥当である。 

  



山口厚生年金 事案 1129 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社における資格取得日に係る記録を昭和 54

年２月 10日に訂正し、申立期間の標準報酬月額は 22万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 54年２月 10日から同年７月１日まで 

私は、昭和 42年４月１日にＡ社に入社し、平成 17年６月 29日に退職す

るまで継続して同社に勤務した。 

昭和 54年２月 10日から 62年１月 20日まではＡ社Ｂ事務所（所在地は、

Ｃ国。）において勤務したが、当該期間のうち、申立期間が厚生年金保険の

被保険者期間とされていないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る人事台帳の発令履歴及び経歴書から、申立

人は、昭和 42年４月１日から平成 17年６月 29日まで同社に継続して在籍し、

申立期間を含む昭和 54年２月 10日から 62年 1月 20日までＢ事務所に勤務し

ていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の適用の対象となる事業所は日本国内に所在する事業所

とされているところ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人がＢ事務所で一緒に勤務したとして名前を挙げている同僚３人には、い

ずれもＢ事務所に勤務していた期間においても被保険者記録が継続している

ことが確認できる上、同社は、「申立期間当時の資料が残っていないため確認

することはできないが、当時、Ｂ事務所に勤務していた者については、当社に

おいて厚生年金保険に加入させていたと思われる。申立期間当時に申立人と一

緒にＢ事務所に勤務していた同僚３人と同様に、申立人についても、当社が申



立期間に係る保険料を給与から控除していたことは間違いない。」と回答して

いることから判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたものと認められる。 

さらに、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る厚生年金保険被保

険者名簿における申立人の昭和 54年７月の標準報酬月額から、22万円とする

ことが妥当である。 

なお、事業主が申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資

料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 

  



山口厚生年金 事案 1130 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、

平成９年11月から10年１月までの期間及び同年４月を38万円に訂正すること

が必要である。 

   なお、事業主が当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成９年 10月１日から 10年 10月１日まで 

    ねんきん定期便では、私がＡ社Ｂ支店に勤務していた期間のうち申立期間

の標準報酬月額は 36万円と記録されているが、私が所持している申立期間

に係る賃金支払明細書によれば、標準報酬月額 38万円に見合う厚生年金保

険料が控除されているので、控除額に見合う標準報酬月額に訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

厚生年金保険法において、標準報酬月額の算定の基礎となる報酬には、金銭

（通貨）以外のもので支払われる住宅、食事等の現物給与も算入することとさ

れ、「現物給与の取扱いについて」（昭和 31 年８月 25 日付け保文発第 6425

号厚生省保険局健康保険課長回答）により、「知事の定める額から本人負担分

を控除したものを現物給与額とする。」とされているところ、申立期間のうち、

平成９年 11月から 10年１月までの期間及び同年４月については、申立人が所

持している当該期間に係る賃金支払明細書により確認できる金銭給与額、年金

事務所による前述の「知事の定める額」についての回答（当時、１か月当たり

１万 2,400円）、及び申立事業所による現物給与（社宅）に係る報酬月額への

加算についての回答から判断すると、申立人が当該期間においてオンライン記

録で確認できる標準報酬月額（36万円）を超える報酬月額（約 40万円から 45

万円まで）の支払いを受け、オンライン記録で確認できる標準報酬月額より高



い標準報酬月額（38 万円）に見合う厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、申立期間のうち、平成９年 11月から 10年１月までの期間及び同年４

月に係る標準報酬月額については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改

定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれ

に基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間に係る標準報酬月額については、38 万円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、平成９年 10月、10 年２月、同年３月及び同年５月

から同年９月までの期間については、申立人が所持する当該期間に係る賃金支

払明細書から確認できる金銭給与額に社宅の現物給与額を加算した報酬月額

又は保険料控除に見合う標準報酬月額が、オンライン記録の標準報酬月額と比

べ同額又は低額であると認められることから、特例法に基づく記録の訂正及び

保険給付の対象には当たらないため、あっせんは行わない。 

 



山口国民年金 事案 718 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 平成元年４月から同年６月まで 

    私は、満 20 歳になったときは両親と同居し、自宅から短期大学に通学し

ていた。卒業後も家事手伝いとして両親と同居生活を続けていたところ、

いつ頃、どこから送付されてきたのかについては、記憶が定かではないが、

「国民年金が強制加入になった。」との通知が届いたため、私の母親が私

の国民年金の加入手続を行い、未納期間が無いように２年分の国民年金保

険料を遡って納付してくれたはずなので、申立期間を保険料納付済期間と

認めてほしい。 

    なお、国民年金の加入手続時、母親はＡ市の職員として勤務していたの

で、同市Ｂ区役所に出向き、納付方法をよく聞いて未納期間が無いように

納付してくれたはずである。添付している領収書が申立期間の保険料を納

付した領収書ではないかと思う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人が所持するＡ市が平成３年７月

31 日に発行し、同日付けで３万 6,000 円の国民年金保険料を納付した領収書、

及び申立人の前の番号を持つ 20 歳加入者の資格取得日から、同年６月から

同年７月までの間に払い出されたものと推認され、申立人の国民年金への加

入手続は、この頃に資格取得日を元年４月１日として遡って行われたものと

考えられ、当該加入時点においては、申立期間のうち、同年４月の保険料に

ついては、時効により納付できない。 

また、申立人は、平成元年７月から３年３月までの保険料を同年８月７日

に過年度納付したことが確認できる社会保険事務所（当時）が発行した領収

証書を所持しているが、当該保険料を納付した時点では、申立期間のうち、



元年５月及び同年６月の保険料についても時効により納付することができな

い。 

さらに、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与してお

らず、これらを行ったとする申立人の母親は、申立期間に係る国民年金の加

入手続及び保険料の納付に関する記憶が曖昧である上、申立人に別の手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

なお、申立人は、上記平成３年７月 31 日発行の領収書が申立期間の保険料

を納付した領収書ではないかと思う旨を主張しているが、申立期間の保険料

を納付するには、手帳記号番号の払出日から過年度納付となるところ、過年

度納付の納付書・領収証書は、社会保険事務所が発行するものである上、当

該領収書に記載されている金額は申立期間に係る保険料額（２万 4,000 円）

とは異なるほか、当該領収書の年度欄には「03」、始月欄には「４」、終月

欄には「７」とそれぞれ記載されており、当該保険料額が平成３年度保険料

４か月分と一致することを踏まえると、当該領収書は平成３年４月から同年

７月までの保険料に係るものであると推認され、申立期間の保険料である事

情はうかがえない。 

このほか、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年

金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



山口厚生年金 事案 1131 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年８月頃から 62年１月 31日まで 

    私は、昭和 60年８月頃から 62年１月 31日の閉店まで、Ａ社（現在は、

Ｂ社）が経営するＣ店で勤務していた。 

一緒に勤務していた同僚には厚生年金保険の被保険者記録があるのに、

私に被保険者記録が無いことは納得できないので、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する「昭和 62 年１月 31 日Ｃ店閉店」と寄せ書きされた色紙

及び複数の同僚の供述から判断すると、申立人は、申立期間のうち少なくと

も昭和 61 年３月 12 日から 62 年１月 31 日まで、申立事業所にパート社員と

して勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ａ社は、平成８年 10 月にＤ社に名称変更した後、23 年３

月にＢ社に吸収合併されているが、合併前に申し立てられた他の事案に係る

事業所照会においてＤ社は、「パート社員については、全員を厚生年金保険

に加入させていたわけではなかった。雇用保険と厚生年金保険には一体とし

て加入させていた。」と回答していたことが確認できるところ、申立人の同

僚が所持するＡ労働組合作成の昭和 62 年１月付け「Ｃ店従業員住所録」にお

いて、Ｃ店閉店時の従業員数は 45 人（申立人を含む。）と確認できるのに対

し、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において被保険者

記録を確認できる者は 40 人で、申立人を含む５人の被保険者記録が確認でき

ないことから判断すると、申立期間当時、申立事業所は必ずしも全ての従業

員を厚生年金保険に加入させていたとは限らない状況がうかがえる。 

また、前述の 40 人の申立事業所に係る雇用保険の被保険者記録を調査した



ところ、39 人について被保険者記録が確認でき、当該被保険者記録は各人の

厚生年金保険の被保険者記録と一致している一方、申立人の申立事業所に係

る雇用保険の被保険者記録は確認できない上、当該 40 人のうち、所在が判明

した 31 人に照会し 15 人から回答を得たが、申立人の入社時期及び保険料控

除に関する回答は得られない。 

さらに、前述の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間に

申立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番も無いことから、申

立人の記録が欠落したとは考え難い。 

加えて、オンライン記録によると、申立人は、昭和 49 年１月 10 日から 62

年７月１日まで国民年金に加入し、申立期間を含む 49 年４月から 62 年６月

までの国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

また、Ｂ社は、「合併前の資料は過去約５年分しか引き継いでいないため、

申立人に係る届出及び保険料控除については不明である。」と回答している。 

このほか、申立人が申立期間において厚生年金保険に加入し、事業主から

保険料を控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 


